
















 2012年 12月 26日に第二次安倍晋三内閣が発足してから 2015年 3月現在までに 2年以上
が経過した。また、安倍内閣発足から約 3 か月後の 2013 年 3 月 20 日に黒田東彦氏が日本
銀行の総裁に就いてから、今月でちょうど 2 年となった。この間、日経平均株価は当時の
9000円前後から一時 18000円を超える水準に達し、また為替も円安が進み、ドルは 80円台





























































































































































































































































 そして 2013 年 3 月 20 日に黒田東彦氏が日銀総裁に就任すると、翌月の金融政策決定会





額を 2 年で 2 倍に増やし、さらに長期国債買入れの平均残存期間を 2 倍以上に延長すると
1) https://www.boj.or.jp/mopo/outline/qqe.htm/をまとめ、一部抜粋した。 
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2) のちに量的・質的金融緩和の拡大が発表されて新たな緩和策が実施されると、2013 年 4 月 4 日の資金














・資産価格のプレミアムに働きかける観点から、ETF および J-REIT の保有残高が、それぞれ年間












































 ① 長期国債について、保有残高が年間約 80兆円(約 30兆円追加)に相当するペースで増加するよう
買入れを行う。ただし、イールドカーブ全体の金利低下を促す観点から、金融市場の状況に応じ
て柔軟に運営する。買入れの平均残存期間を 7年～10年程度に延長する(最大 3年程度延長)。 
 
 ② ETF および J-REIT について、保有残高が、それぞれ年間約 3兆円(3倍増)、年間約 900億円(3
















どおり増加が続き（図表 3）、2013年 1月時点の平残ベースで約 132兆円（季調済）であっ
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図表4 和歌山県内事業者の景況感の推移(BSI)
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図表5 預金・貸出金（前年同月比増減,%）
































主要行 地銀・第2地銀 信用金庫 合計
2011年末 5,743 29,236 10,104 45,083
2012年末 5,669 29,769 10,296 45,734
2013年6月 5,837 30,302 10,581 46,720
2013年9月 5,852 29,987 10,563 46,402
2013年12月 5,833 30,347 10,664 46,844
2014年3月 5,783 30,146 10,515 46,444
2014年6月 5,818 30,626 10,650 47,094





















































主要行 地銀・第2地銀 信用金庫 合計
2011年末 2,700 12,726 3,660 19,086
2012年末 2,681 12,811 3,632 19,124
2013年6月 2,664 12,436 3,556 18,656
2013年9月 2,672 12,803 3,625 19,100
2013年12月 2,668 12,758 3,611 19,037
2014年3月 2,680 13,054 3,690 19,424
2014年6月 2,674 12,669 3,638 18,981





















































 紀陽銀行(2014)より 2014 年 9 月期時点の経営状況(単体)をみれば、資本金 800 億円、自
己資本比率が BASELⅢベースで 11.26%、預金残高 3兆 7,260億円 7)、預かり資産残高 5,229




















 紀陽銀行 38%  紀陽銀行 46%
 メガバンク・信託銀行 13%  メガバンク・信託銀行 11%
 地銀・第2地銀 6%  地銀・第2地銀 10%
 信金・信組 17%  信金・信組 17%
 JA他 26%  JA他 16%
預金地域別構成 貸出金地域別構成
 和歌山県 72%  和歌山県 41%
 大阪府 26%  大阪府 50%












現状である。そして中小企業向け融資に関しても、紀陽銀行(2014)によれば 2012 年 9 月期
時点で 1 兆 9,500 億円以上あったものが、2014 年 9 月期時点で 1 兆 9,300 億円となってお
り、新規貸出と返済を差し引いて 200億円の貸出減となっている。粗利も、同期間で若干の
減少がみられており、厳しい状況は否定できないといえよう。なお、粗利に関しては 2013








 きのくに信用金庫(2014)より 2014年 9月期時点の経営状況をみれば、出資金 25億 4,700






































確認しても、預金残高は 2012年 9月末時点の 1兆 93億円から 2014年 9月期は 1兆 175億
円と、1%以下の伸びであった。また貸出金についても、2012 年 9 月末時点の 3,464 億円か









































 新宮信用金庫(2014)より 2014 年 3月 31日時点の経営状況をみれば、出資金 2億 8,200万
円、自己資本比率が BASELⅢベースで 22.85%、預金残高 1,010億円、貸出残高が 379億円
（預貸率 37%）となっている。 
 ここで新宮信用金庫の預金・貸出金残高の状況をみると、2010 年以降の預金残高は少な


















































































いないように思われる。それは融資審査の際の P/L 分析ですぐにわかる。 
 格差にくわえ消費税増税による可処分所得減少の悪影響は意外に大きく、個人部門
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